木更津市身体障害者福祉センター指定管理者に関する仕様書

　木更津市身体障害者福祉センター（以下「センター」という。）の指定管理者が行う業務の内容等は、この仕様書による。

１　趣旨
　　この仕様書は、センターの指定管理者が行う業務の内容等について、必要な事項を定めるものとする。

２　木更津市身体障害者福祉センターの管理に関する基本的な考え方
センターを管理運営するにあたり、次に掲げる項目に従って行うこと。
⑴　利用者がその能力及び適性に応じ、地域において自立した日常生活または社会生活を営むことを目的に、事業を適切かつ効果的に行うこと。
　⑵　利用者へのサービス提供及びサービス向上を図ること。
　⑶　個人情報の保護に関する措置を講ずること。
　⑷　効率的な運営を図ること。
　⑸　その他、利用者の福祉の増進を図ること。

３　施設の概要
⑴　名称	木更津市身体障害者福祉センター
⑵　所　在　地	木更津市潮見２丁目９番地
⑶　建物の概要	木更津市民総合福祉会館１階の一部
建築構造　鉄筋コンクリート造り　
床面積  ３５８．７５㎡
施設内容　機能回復訓練室・日常生活訓練室・社会適応訓練室
　　　　　相談室・事務室・静養室

４　業務内容
⑴　身体障害者のための施設の提供
木更津市身体障害者福祉センターの設置及び管理に関する条例及び同施行　規則に基づく各部屋の使用許可等。
⑵　身体障害者及び身体障害者の介護等を行う者への助言、支援等
前記２（１）の考え方に基づき、身体障害者及び身体障害者の介護等を行う者への助言、支援等を行う。
⑶　その他身体障害者の福祉の増進のための事業
　　
５　管理の基準
指定管理者が管理運営を行う時間は、以下に掲げる休業日を除く、原則として午前８時３０分から午後５時１５分までとする。
【休業日】
　　ア　土曜日及び日曜日
　　イ　国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日
　　ウ　１月２日から１月４日まで及び１２月２８日から１２月３１日まで
　　エ　指定管理者が特に必要があると認めるときは、市長の承認を得て、変更することができる。

６　指定期間
　　令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間

７　法令等の遵守
センターの管理運営にあたっては、この仕様書のほか、次に掲げる法令等を遵守しなければならない。
⑴　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
⑵　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）
⑶　社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）
⑷　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法第１２３号）
⑸　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）
⑹　木更津市身体障害者福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成１２年条例第５号）
⑺　木更津市身体障害者福祉センター管理規則（平成１２年規則第６７号）
⑻　木更津市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１７号）
⑼　木更津市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年規則第３２号）
⑽　木更津市財務規則（昭和６２年木更津市規則第１号）

８　管理経費（指定管理料）等
指定管理業務に係る経費は、自主事業の運営による事業報酬により賄うものとし、本市からは指定管理料は支払わない。
ただし、天災その他やむを得ない事情により経費を要する事態が生じた場合は、対応について市と指定管理者で協議するものとする。

９　物品の帰属等
センターに設置する備品は、無償で指定管理者に貸与する。ただし貸与して
いる備品の廃棄を行う場合は、事前に市に連絡しその承諾を得た上で指示に従うこと。
指定管理者が物品を購入したときは、購入後の当該物品は指定管理者の所有
に属するものとする。
　
10　個人情報及び情報公開の取扱い
　　指定管理者は、木更津市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年木更津市条例第１７号）第１３条の規定により、センターの管理運営を行うにあたり取り扱う個人情報を保護するため、木更津市個人情報保護条例（平成１１年木更津市条例第４号）の趣旨に従い適正に取り扱わなければならない。
また、自らの基本方針、運営状況、財務状況等の情報の公開について、市が木更津市情報公開条例（平成１２年木更津市条例第４号）に基づき行う情報の公開に留意しつつ、適正な運用を図ること。

11　運営業務を実施するにあたっての遵守事項
　　運営業務を実施するにあたっては、次に掲げる事項を遵守して円滑かつ効率的に実施すること。
　1.　センターが公の施設であることを常に念頭におき、公平な運営を行い、特定の利用者に有利あるいは不利になる運営を行わないこと。
　2.　市との連携を図った運営をすること。
　3.　指定管理者が施設の運営に係る規定等を定めるときは、木更津市と事前に協議すること。
　4.　災害等が発生した場合に備え,対策マニュアルを作成し利用者の安全に努めること。
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12　業務の再委託
包括的な業務の再委託については認めない。ただし、市と協議のうえ行うものについては除く。

13　管理運営体制の整備
⑴　指定管理者は、センターの運営業務における責任体制を整備することとし、運営に関し、総括責任者1名を配置するとともに適正な人数を配置する。
⑵　緊急時における対応
指定管理者は、自然災害、事故、火災その他緊急時における体制及びマニュアルを整備し、これらが十分に機能するよう必要な訓練を実施するなど、対応に万全を期するとともに、運営に従事する者に指導及びその旨を周知しなければならない。
また、緊急事態、非常事態等不測の事態が生じた場合には、利用者の非難誘導等適切な措置を講ずるとともに、市及び関係機関に通報しなければならない。

14　責任分担
運営業務に関する責任の分担については、費用等分担表（別紙１）のとおりとし、それ以外については、市と協議のうえ定めるものとする。

15　運営に関する報告等
⑴　指定管理者は、自己の責めに帰すべき理由によりセンター内で事故が発生したときは、市に事故報告書を提出すること。
⑵　指定管理者は、毎年度指定する期日までに翌年度の運営業務に係る実施計画書、または収支計画書及び予算執行計画書を市に提出しなければならない。
⑶　指定管理者は、当該年度終了後、定められた期日までに事業報告書を作成し、市長の承認を受けなければならない。事業報告書には、運営業務の実施状況、利用状況、収支状況を記載するものとする。

16　損害の賠償
指定管理者は、センターの運営業務を実施するにあたり、自己の責めに帰すべき理由により市または第三者に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。

17　指定の取消
指定管理者が行う管理運営の適正を期すため、次に掲げる事由に該当する場合には、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取　　  消し、または，期間を定めて管理運営の全部または一部の停止を命じることがある。
⑴　指定管理者が市の行う報告の要求、実地調査又は必要な指示に従わないとき。
⑵　指定管理者による管理を継続することが適当でないと市が認めるとき。

18　モニタリングについて
木更津市身体障害者福祉センターの指定管理者制度に関するモニタリング実施方針（別紙２）に従い業務内容を測定・評価し、改善指導・次回選定での反映を行う。

19　協議
　　指定管理者は、この仕様書に規定するものの他、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた時は、市と協議し決定することとする。
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